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少子化対策の本質は何か？

1. 晩婚化・未婚化が本当に原因か？

子どもを持ちたいと思う人は結婚に意欲的ではないか。

晩婚・未婚の女性の婚姻促進を行ったとしても、全員が現状の「予定子ども数」（2.01人）を満
たす可能性は小さいのではないか。

→現実的には「希望出生率1.8」が目標か？

2.希望する人が、希望する数の子どもを持てない場合、積極的にそのギャップを埋めること。

→理想子ども数と予定子ども数の差を一つのターゲットにすることは適切。

そのためには、少子化をもたらした「経済・社会要因」に政策を集中させるべき。

3.二人目の子どもを持てる社会を目指すべきではないか。

現実問題として（TFR1.30）一人目の子どもを持つことは実現している。

→WLB政策なども充実してきており、男女共同参画の意識も漸進している（仏などと比べると十
分ではないが）。しかし二人目を持つ障壁は依然として大きい。

→二回目の育休、二回目の短時間勤務etc.



（参考）東京圏（1都3県）のTFRの推移

神奈川県と埼玉・千葉県は同じような動きをしている一方、全国の水準よりは低い。
全国共通の少子化要因+都市部特有の事情（人口密度、土地利用、住宅環境、通勤時間等）がある。



神奈川県内市町村のTFR

横浜市、川崎市が一様に出生率が低いわけではない。
区市町別の要因？何によってこの差が生じるのか？



少子化の要因

1.結婚行動の変化：晩婚化

• 女性の初婚年齢：1980年25.2歳⇒2000年27.0歳⇒2020年29.4歳

• 25～29歳未婚女性の割合：1980年24.0％⇒2000年54.0％⇒2010年60.3％⇒2020年
65.8％

• 30～34歳未婚女性の割合：2020年38.5％

• 生涯未婚率（50歳時点の未婚者の比率）：1990年男性5.6％、女性4.3％⇒2020年男性
28.4％、女性17.8％

2.社会経済の環境変化

(1)子どもを持つことのコストの上昇（直接コストと機会コスト）→(2)

(2)女性の働き方の変化に伴う、出産と育児の両立を可能とする社会システム・制度の不備

(3)結婚や出生などに対する価値観の変化

(4)若年層を中心とした雇用情勢の悪化／将来に対する期待の悪化（安定した生活への期待）
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・婚外子を幅広く認めても出生率の向上につながるとは限らない。
・結婚の促進は必ずしも二人の子どもを約束するものではない。



婚姻促進は少子化対策となるのか？

結婚と出生の意思決定との同時性

(1)松田他(2015)『少子化と未婚女性の生活環境に関
する分析』、第3章高村「未婚者の結婚・出生意欲を規
定する諸要因について」、ESRI Discussion Paper 
Series No.323

➔未婚者の結婚意欲と出生意欲は同時性が高い。すな
わち、未婚者の結婚の意欲は出産の意欲と相互に影響
しあっている。

(2)岩澤美帆（2014）「結婚と出生－出産離れがもた
らす未婚化」

日本では現在、結婚の目的がほとんど子どもを持つこ
とに限定されている。従って、子どもを持つ意欲が低
い、あるいは子どもを持つ条件が整わないと感じれば、
結婚自体を控える。これが大幅な未婚化をもたらして
いると解釈できる。
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EU諸国では第1子出産年齢とTFRの間には統計的に有意な関係（相関）はない。
➔晩婚化で出産が遅れても、それがTFR低下に影響していない可能性。



少子化対策のアイデア

• フレキシビルな働き方・両立支援・ワークライフバランス

（短期）男性の「育児時間／労働時間」比率の目標、オンライン就業の促進

（長期）女性のL字カーブ解消（M字は解消）

• 第二子以降支援

（短期）二人目以降の子どもを持つ家族の医療費等支援

（長期）子ども数に応じた児童手当の傾斜増額／家族負担の軽減（N分のN乗など）

• 育児の社会化の促進

（短期）①職場出生率 ②ベビーカー専用車両 ③駅型保育園の拡充（JR東など）

（長期）子どもを大事にする社会意識の醸成

• その他

（全国的な解決にならないが）都心部からの若年家族の受入れ促進



参考：これまでの少子化対策の柱

• 男女共に仕事と子育てを両立できる環境の整備：保育、育児休業

• 働き方改革とWLB：長時間労働是正、多様で柔軟な働き方、公正な待遇

• 男性の家事・育児参画の促進：育休、育児・家事への参加

• 子育てに関する経済的支援：児童手当、保育等の無償化、子ども・子育て支援
新制度

• 若い世代が将来に展望を持てる雇用環境等の整備：雇用安定、非正規への支援

• 子育ての担い手の多様化：地域住民の参画促進、世代間での助け合い

• 離職した女性の再就職支援、地域活動への参画支援：再就職、学び直し

• 地方創生と連携した少子化対策の推進

内閣府「少子化社会対策白書」などから整理したもの



参考：コロナと人口動態

• 自然増減（出生・死亡）

出生動向：少子化要因への影響 → 出生数減少、ただしコロナによる短期的な動きとは言えない。

マイナス：将来への期待低下、雇用の喪失、出会いの場の減少（社会活動低下） etc.

プラス：テレワークによる両立可能性の増加、郊外部への移動と育児環境の向上 etc.

死亡要因

コロナによる超過死亡数は2020年1月以降で2～10万人

• 社会増減（人口移動）

国際移動：外国人人口の減少（→すぐに回復？労働力不足など）

国内移動：東京都特別区部からの転出超過（→一時的？）



（参考）少子化加速を止める4つの社会改革

時間の関係上、説明は省略させていただきます。



1. 直線型人生から複線型人生への転換
・人生の長期化がもたらす複線型社会が少子化を救う
・キャリア形成時期が制限されない生き方を目指す（働き盛りと育て盛りをずらせる社会へ）

厚生労働省「令和2年簡易生命表」

出所：リンダグラットン、第1回「人生100年時代構想会議」資料



2. 長期雇用慣行からの脱却と働き方の見直し
・求められるL字カーブの解消
・ジョブ型雇用の導入はワークライフバランス（WLB)を改善する可能性

https://www.nikkei.com/article/DGKKZO71693340Z00C21A5CT0000/

出所：（独）労働政策研究・研修機構「データ
ブック国際労働比較2022」 経団連（2018.11）「Society5.0 -ともに創造する未来-」



3. ジェンダー平等の加速
・育児家事に男性の当事者意識を
・ジェンダー”不”平等の迅速な解消を

内閣府「男性の子育て目的の休暇取得に関する調査研究」（2019）

休暇取得日数の合計は６日以上 10 日未満が最多。

第5次男女共同参画基本計画 成果目標一覧

出所：内閣府「第５次男女共同参画基本計画説明資料」

…

World Economic Forum: Global Gender Gap Report 2021.



4. ターゲッティング型社会保障制度の構築
・ターゲッティング型社会保障で若年世代の支援を厚くする（不要な高齢者支援の財源を若者へ）
・働き方によらない社会保障制度を目指す（給付付き税額控除など）

非正規・フリーランスなどの働き方と調和しているか？




